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　米国のラドメーカー国務次官補代行は、５月１８日、ジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）に対して「兵器用核分
裂性物質生産禁止条約」（ＦＭＣＴ）の草案を提示した（２ページ・資料１参照）。しかし、この草案には、
過去の国際合意に反して、国際的な検証体制に関する条項が入っていない。米国は０４年７月に、それ
以前の政策を転換して、検証可能なＦＭＣＴを追求する姿勢がないことを表明していたが、その路線
を今回も踏襲した形である。検証の問題も含めて、米国案の問題点を以下で３点指摘したい。

検証体制、既存の備蓄問題に消極的

米国、ＦＭＣＴ草案を提示
カ ット オ フ 条 約

今号の内容
米、検証のないカットオフ提案

＜資料＞条約案抜粋、シャノン報告

米印原子力協力に反対強まる
米議会、供給国グループ総会

米高裁、ＮＥＰＡで画期的判決
原子力空母は？

【連載】いま語る８　　横井久美子さん
（シンガー・ソングライター）

ＣＤを人質に取る米国

　第一に、米国が、ＦＭＣＴのみをＣＤの議題として取り扱う
よう他国に迫っている点である。
　これまで、ＣＤの行き詰まりを打開するために、４つのテー
マ（ＦＭＣＴ、核軍縮、大気圏外での軍備競争の防止（ＰＡＲ
ＯＳ）、消極的安全保証）の特別委員会を並行して設置する
調停案が提案されてきた１。それに対して、ラドメーカー氏
は、ＣＤでの演説において、ＦＭＣＴ以外の３点に関する交
渉の必要は現在にはないと述べ、それらの問題とＦＭＣＴを
ひとつのパッケージにすることを交渉の開始条件とする他
国の姿勢を「人質取り」に等しいとして批判した２。
　「まずはできることから」というこの米国のアプローチは一
見合理的に見える。しかし、ラドメーカー氏は、さきほどの演
説の締めくくりの部分において、５月に新しく米国のＣＤ大使
に指名されたクリスティーナ・ロッカ氏が「最後の」ＣＤ大使
にならないようにするために、米国と協働することをすべて
の代表に求める、と発言している。米国の主張する交渉の
やり方を受け入れないならば大使引き上げも辞さないとす

るこの態度は、マイケル・クレポン（ヘンリー・Ｌ・スチムソ
ン・センター）が指摘するように、それ自体、ＣＤを「人質に
取る」ものだと言える３。

検証体制なきＦＭＣＴ

　第２の問題は、米草案が、国際的な検証体制に関する
条項を含んでいないという点だ。ラドメーカー氏は、検証
の第一義的責任は、各主権国家にあると主張している。
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●委託任務草案

１．軍縮会議は、「核兵器あるいはその他の
核爆発装置用の核分裂性物質の生産禁
止」に関する特別委員会を設置することを
決定する。
２．軍縮会議は、特別委員会に対して、核兵
器あるいはその他の核爆発装置用の核分
裂性物質の生産を禁止する非差別的で多
国間の条約について交渉を行うことを命じ
る。
３．この特別委員会は、軍縮会議に対して、
（日付）までにその任務の進展について報
告する。

●核兵器あるいはその他の核爆発装置に
使用するための核分裂性物質の生産停止
に関する条約案

この条約の締約国（以下、「締約国」という）
は、次のとおり協定した。

第１条　いずれの締約国も、その締約国に
対してこの条約が発効した後には、核兵
器あるいはその他の核爆発装置に使用
するための核分裂性物質を生産したり、
その後生産されたいかなる核分裂性物
質をも核兵器あるいはその他の核爆発
装置に使用したりしてはならない。

第２条　この条約の目的のために、

１．「核分裂性物質」とは以下のものを意味
する。
（ａ）プルトニウム（ただし、その同位体
の構成においてプルトニウム２３８が８０
％を超えるものをのぞく）、
（ｂ）同位元素ウラン２３３あるいはウラ
ン２３５の濃縮度が、単体あるいは合計
において２０％を超えるウラン、あるい
は、
（ｃ）上記の（ａ）（ｂ）に定義された物質
を含むあらゆる物質。

２．「核分裂性物質を生産する」とは以下の
ことを意味する。
（ａ）放射性核物質における核分裂性
生成物からいかなる核分裂性物質を
も分離すること、
（ｂ）同位体の分離によって、プルトニ
ウム中においてプルトニウム２３９を濃
縮すること、あるいは、
（ｃ）同位体の分離によって、ウラン中
においてウラン２３３あるいはウラン２３５
を単体あるいは合計でそれらの同位
元素における含有量が２０％以上にな
るまで濃縮すること。

第３条
１．各締約国は、その領域において、あるい
は、その管轄あるいは管理下にあるいか
なる場所においても、すべての人間およ
び主体が核兵器あるいはその他の核爆
発装置に使用するための核分裂性物質

を生産しないようにし、その締約国に対し
てこの条約が発効した後に生産された
核分裂性物質を核兵器あるいはその他
の核爆発装置に使用することがないよう
にするための必要な措置を取らねばなら
ない。

２．この条約の目的のために、いかなる締約
国も、国家主権の尊重を含め、一般的に
承認された国際法の原則と両立する形
で、各国ごとの方法および手法を用いて
得られた情報を利用することを妨げられ
ない。

３．ある締約国によるこの条約の条項適用に
関して生じたあらゆる疑問は、当該締約
国と、事態の解明を求める締約国との間
の協議を通じて解決されなくてはならな
い。

４．加えて、いかなる締約国も、その他の締
約国によるこの条約の条項遵守に関する
懸念について、この条約の締約国の注
意を喚起することができる。また、その問
題を検討するため、条約の締約国を召集
するよう寄託者に要求することができる。

５．いかなる締約国も、この条約の適用に関
連して、国際の平和と安全を維持する主
な責任を担っている機構としての国連安
全保障理事会の法的権限の範囲内にあ
る問題が生じたと考えるときには、その問
題の検討を安全保障理事会に要求する
ことができる。要求国は、この問題に関連
する証拠を提出しなければならない。

第４条　（署名と批准の手続）　＜略＞
第５条　（寄託者）　＜略＞

米国による核分裂性物質生産禁止条約（ＦＭＣＴ）草案
２００６年５月１８日　

資料１

　ここで、別掲（３ページ）のシャノン報告（９５年）を改めて
思い出さねばならない。同報告は、９４年１月にFＦＭＣＴ問
題の特別コーディネーターに任命されたカナダのジェラル
ド・シャノンＣＤ大使が、各国代表からの意見聴取の後に
完成させた報告書である。それによれば、各国は、「差別的
でなく、多国間の、国際的かつ効果的に検証可能な」条約
の交渉をＣＤ特別委員会の委託任務とする点で一致して
いた。この同じ目標は、２０００年のＮＰＴ再検討会議最終文
書でも確認されている。いずれも、米国が同意した内容で
ある。
　日本政府は、検証可能なＦＭＣＴが可能であるとし、そ
の実現を繰り返し主張してきた４。ところが、５月１６日に提出
したワーキング・ペーパー（ＣＤ/１７７４）においては、「ＦＭＣ
Ｔにおける『検証』の必要性に関する一般的な議論を行う
よりも、それぞれの具体的なカテゴリーに関するより詳細な
検討を行うことが重要だ」と述べている５。また、ＦＭＣＴ交
渉によるＣＤの再活性化への強い期待を述べている。日本
政府の米草案への態度は不透明である。

既存の備蓄をどうするか

　第３に、米草案は、生産禁止の対象を「将来の生産」にの
み限定し、既存の備蓄には手を付けないとの立場をとって
いる。この点については、５大国（米・露・英・仏・中）がすべ
て一致している。シャノン報告においても、「過去の生産に
ついての考慮」を「特別委員会で提起することを妨げるも
のではない」という緩やかな表現になっている。
　日本政府は、前述のワーキング・ペーパーにおいて、核
兵器国を念頭に置いて、核兵器から出た余剰の核分裂性
物質を核兵器用に「再利用」すること、および、非核兵器用
途の既存および将来の核分裂性物質を核兵器用に「転
用」することを禁止すべきなどの主張を行っている。実際に
は、核兵器国の備蓄を一定程度ＦＭＣＴの規制対象にする
ことを志向しているとみられる。
　「再利用」禁止については、米・露・ＩＡＥＡ間の三者構想
が一部始まっており、「転用」禁止については、任意の申告
に基づいて、各核兵器国とＩＡＥＡとの間での限定的な保障
措置が行われている。これらの内容をより厳密な定義のも
とにＦＭＣＴに含めることは、核軍縮に貢献することになるで
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第６条
１．この条約は、次に掲げるすべての国々が
批准書を寄託した日に効力を生ずる：中
華人民共和国、フランス共和国、ロシア
連邦、グレート・ブリテンおよび北部アイ
ルランド連合王国、アメリカ合衆国。

２．条約発効に関して第１項に定めた条件
が満たされた後に批准書あるいは加入
書を寄託した国家については、条約は、
その国家が批准書あるいは加入書を寄
託した日をもって発効する。

第７条
１．各締約国は、この条約の対象である事項
に関係する異常な事態が自国の至高の
利益を危うくしていると認める場合には、
その主権を行使して、この条約から脱退
する権利を有する。締約国は、条約脱退
の日から３ヶ月以上前に書面によって寄
託者に脱退を通知しなくてはならない。そ
うした通知には、通知国が自国の至高の
利益を危うくしていると考える異常な事
態に関する記述を含まなくてはならない。

２．この条約は、発効の日から１５年間効力を
有する。締約国は、条約の期限切れから
６ヶ月以上前に会合を持ち、条約の効力
を延長するか否かを決定しなくてはなら
ない。締約国の総意によって、条約を延
長することができる。

第８条　（正文）　＜略＞

（訳：ピースデポ）
（出典）
geneva.usmission.gov/Press2006/
0518DraftFMCT.html

（前略）
　今年の会期の初め、ＣＤは委託任務につ
いての協議を継続することを決定しました。
　それ以来、私は数多くの協議を重ねてま
いりました。その結果、各国代表は特別委
員会の委託任務は国連総会決議４８/７５Ｌに
基づくべきであるということで一致したこと
を、ここに喜びをもってご報告いたします。
それは次のようなものです。

１．ＣＤは、「核兵器あるいはその他の核爆
発装置用の核分裂性物質の生産禁止」
に関する特別委員会を設置する。
２．ＣＤは、特別委員会に、差別的でなく、多
国間の、国際的かつ効果的に検証可能
な「核兵器あるいはその他の核爆発装
置用の核分裂性物質の生産禁止条約」
の交渉を行うことを命じる。
３．特別委員会は、１９９５年会期の終了まで
に、交渉の進展についてＣＤに報告する。

　協議の過程において、多くの国の代表
は、条約の適切な義務範囲など核分裂性
物質に関連するさまざまな問題について懸
念を表明しました。何か国かの代表は、特
別委員会に与えられた委託任務は核分裂
性物質の将来の生産についてのみ考慮す
ることを許しているという見解を表明しまし
た。他の国の代表は、委託任務は将来のみ

ならず過去の生産についての考慮を許す
ものであるという見解を示しました。さらに
他の代表は、（過去や将来の）核分裂性物
質の生産に関するのみならず、核分裂性物
質の管理に関しても考慮がなされるべきで
あるという見解を示しました。
　議長、特別委員会の設立にあたっての
委託任務は、何人も上記のような諸問題を
特別委員会で提起することを妨げるもので
はないということで、各国代表は一致してお
ります。
（後略）

（訳：ピースデポ）
（出典）
www.acronym.org.uk/fissban/
shannon.htm
年鑑『核軍縮と非核自治体・２００２』１９
３ページに全訳。

「核兵器およびその他の核爆発装置用の核分裂性物質の
生産禁止条約」を交渉するための、もっとも適切な仕組みに
関するカナダのジェラルド・Ｅ・シャノン大使の報告（抄）

１９９５年３月２４日　ＣＤ/１２９９

資料２

Ｍ

Ｍ

あろう。

「検証」めぐり食い違う米国とインド

　最後に、本誌前号でも取り上げた、米印原子力合意との
関連についても一言触れておきたい。
　まず指摘すべきは、インドが検証可能なＦＭＣＴを求めて
いるという事実だ６。すでに核分裂性物質の生産を停止し
ている５大国が、同物質の生産を続けているインド・パキス
タン・イスラエルの核開発にブレーキをかけるためには、Ｆ
ＭＣＴが特に有効な手段だと９０年代以降考えられるように
なってきた。その経緯からすると、核開発に対する意欲の衰
えていないインドが検証可能なＦＭＣＴをどこまで本気で求
めているのかはやや疑問の残るところではあるが、いずれ
にせよここで重要なのは、民生原子力協力の合意を取り交
わしている米国とインドが、インドの核兵器開発を止めるた
めに緊要だと見られているＦＭＣＴの主要な論点について
一致していないということである７。
　他方で、米国とインドは、既存の備蓄をＦＭＣＴの枠外に
おくという点では一致している。
　米国草案はこのようにさまざまな問題点を抱えている。各

国の反応が今後出てくることになるので本誌ではそれを
注視したい。効果的な検証体制の構築は可能であるとい
う主張、また交渉の対象をＦＭＣＴに限定する必然性はな
いという主張が必ず出てくるであろう。一方でＣＤを軌道に
乗せるためにこの状況をどう使うかという観点からの議論
も出てくるであろう。（山口響、梅林宏道）

＜注＞
１．過去にＣＤ議長を務めたことのある５人の大使が２００２年か
ら０３年にかけて行った提案。通称「Ａ５案」と呼ばれる。『核兵
器・核実験モニター』第１９５号（２００３年９月１５日）参照。
２．演説の内容については、以下を参照。
g e n e v a . u s m i s s i o n . g o v / P r e s s 2 0 0 6 /
0518RademakerCDstatement.html
３．www.stimson.org/pub.cfm?id=293
４．『核兵器・核実験モニター』第２１７号（２００４年９月１日）参照。
５．documents.un.org/simple.aspより検索可能。
６．たとえば、インドのジャヤント・プラサドＣＤ大使が５月１７日に
行なった演説を参照。www.reachingcriticalwill.org/
political/cd/speeches06/17MayIndia.pdf
７．この点について指摘しているのは、米「軍備管理協会」の
ダリル・キンボールである。www.armscontrol.org/pressroom/
2006/20060518_FMCT_Proposal.asp

●Ｍ
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　核不拡散体制を根底から崩しかねない米国とインドのあいだの全面的原子力協力の合意（０６年３月２日。本
誌前号参照）に対して、米国内外における反対意見が勢いを増している。この合意が実行に移されるためには、
米国の１９５４年原子力法の修正と現在４５か国が参加している原子力供給国グループ（ＮＳＧ）のガイドラインに照
らした承認が必要である。６月１－２日、ブラジリアでＮＳＧ総会が開催されたが、スウェーデン、ニュージーランド、
日本などの慎重論で合意に至らなかった。１０月に開催される会議間協議において審議される。また、米議会に
は３月１６日に原子力法修正案が上程されているが、米国の不拡散体制を作ってきた議員から強い反発が出て
いる。(追記：６月２７日に米下院委員会、２９日に上院委員会が、それぞれ原子力法改正案を可決した）
　以下には、この問題の近況を伝えるために核軍縮議員ネットワーク（ＰＮＮＤ）国際コーディネーターが会員の各
国議員にあてた手紙と、ドイツの連邦議会議員が呼びかけて作成した米議会議員宛の訴え文を掲載する。（編
集部）

米議会、供給国グループ総会

ＰＮＮＤメンバーの皆さま、

　５月上旬に、ＰＮＮＤメンバーであり、ドイツ連邦議会軍
縮・軍備管理・不拡散小委員会議長であるウタ・ツァプフ
（Uta Zapf）議員からの提案によって、米議会に向けて
の「米国とインドの民生原子力協力に懸念を表明する議
員からの書簡」が起草されました。

　この書簡は、オーストラリア、ベルギー、カナダ、ＥＵ議会、
フィンランド、ドイツ、アイルランド、イタリア、ニュージーラン
ド、スコットランド、南アフリカ、スペイン、タンザニア、英国、
そしてジンバブエの主要な議員によって支持が表明され
ており、米国の下院国際関係委員会の議員、上院国際関
係委員会の議員、及び原子力供給国グループ（ＮＳＧ）の
各国政府に対して配布されました。

　５月下旬、米国政府は、ＮＰＴ（核不拡散条約）に加盟し
ておらずフルスコープの保障措置を受けていないインドを
含む国々への原子力技術の輸出入や協力に関する国内

法規制（ならびに、国際的規制）を緩めることに対して米国
議会と原子力供給国グループからの協力を得ようとしまし
た。

　６月３日に、ロサンゼルス・タイムズ紙は、米議会と原子力
供給国グループの反対によって、米印原子力合意は停滞
しており、完全に無効になることもありえると報道しました１。
ロサンゼルス・タイムズ紙は、「ブッシュ政権関係者は、『米
国がインドの民生核プログラムを助けることによって、世界
全体の石油の奪い合いを緩和し、環境を改善させ、米国の
産業にとって貴重なマーケットを生み出すことになる』と主
張している。しかし、核拡散を懸念する議員たちは、米国は
多くを失うのではないかと懸念している。たとえば、この米
印合意は中国にパキスタンとのより密な協力関係に向かわ
せ、ロシアにイランの原子力開発への援助を増大させる、と
いったことを助長するのではないかと彼らはおそれてい
る」と述べています。
　また、同紙によると、米国政府は、５月に議会に対して「こ
の複雑な合意が成立するためには、すばやい議会の行動
が必要」と、この米印民生原子力協力合意を支持するよう
に強く働きかけました。しかし、何人かの議員は、この法案
が議会での議論を避けるためにかなり急いだ議決を狙っ
たことに不満を抱き、それに対して抵抗しました。米国議員
と国際社会において高まる米印合意に対する懸念によっ
て、議会の承認は少なくとも１１月の米国の選挙の後まで先
延ばしされると思われます。（訳：横山美奈、ピースデポ）

注
１．ポール・リッチャー「危機にあるブッシュのインド計画」、『ロサ
ンゼルス・タイムズ』０６年６月３日。
http://www.latimes.com/news/nationworld/world/la-fg-
usindia3jun03,0,5223741.story?coll=la-home-world）

米印原子力
取り引きについての
最新報告
０６年６月４日
核軍縮議員ネットワーク（ＰＮＮＤ）国際コーディネーター　

アラン・ウェア

 米印原子力協力
に反対強まる

●Ｍ
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米議会議員の皆さま、

　この手紙は、米国政府が提案しているイ
ンドとの全面的な民生原子力協力の再開が
もたらす影響についての懸念を皆さまにお
伝えするために書いています。

　私たちは、米国やインドといった重要な国
家間の絆を深めようという努力に対しては、
敬意を表し支援したいと思っています。しか
し、原子力技術や核分裂物質を他国へ提供
するという計画は、いかなる場合も、核不拡
散の基準、規範、そして仕組みを弱めること
があってはなりませんし、核兵器拡散のリス
クを高めるようなことがあってもなりません。
私たちは、米国提案がこのような原則を満た
していないと考えています。

　この米印合意によって、インドは、全核施
設について国際原子力機関(ＩＡＥＡ)の保障
措置を受けることなく、原子力支援を受ける
ことになります。相当数の軍事施設、民間施
設が保障措置の対象外となります。一方で、
核不拡散条約（ＮＰＴ）は、「公式な」核兵器
国である5カ国以外には、すべての国に対し
て包括的な保障措置を要求しています。し
たがって、この米印合意は、保障措置を回避
するためにインドにＮＰＴ加盟を避け続けよう
とさせるでしょう。
　
　加えて、パキスタン、そしておそらくイスラ
エルには、中国など他の原子力技術提供国
との間に、同じような取り決めを締結しようと
させるでしょう。

　同じくらい憂慮すべきなのは、現時点でＩＡ
ＥＡの保障措置を受け入れているイランのよ
うな国が、厳しい保障措置なしに民生原子
力協力を受けるために、ＮＰＴを脱退してしま
う可能性をもたらすことです。

　私たちは、米国のインドに対する民生核協
力提案によって核不拡散体制は損なわれ、
今後インドを核不拡散慣行により同調させる
のにつながることは、ほとんどないと考えて
います。実際、米印合意は、それがなかった
場合よりも、核不拡散体制を脅かしていま
す。

　最も憂慮すべきなのは、この合意によっ
て、インドが原子力発電のための核燃料輸
入を許され、それによって自国の限られたウ
ラン資源を核兵器生産に利用することがで
きるようになるということです。間接的には、こ

の米印合意は核兵器保有量を増加させよう
というインドの努力を助けることになり、結果
的に南アジアの核兵器競争に油を注ぐこと
になります。

　米国とインドは兵器用核分裂物質生産禁
止条約（カットオフ条約、あるいはＦＭＣＴ)の
実現を支援するというあいまいな約束をして
いますが、これは内容のない美辞麗句に過
ぎません。このような条約の交渉は、軍縮会
議（ＣＤ）の場において散 に々阻止されてきて
おり、近い将来この交渉が開始されるなり、
成功裏に成立する見込みはありません。同
時に、インドは、公式の核兵器国はすべて
行っている核兵器用核分裂物質の生産停
止に関する要求を拒否し続けています。ま
た、インドは、公式の核兵器国が全て行って
いる、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）への
署名も行っていません。このように、米印合意
は、南アジア地域における信頼醸成と核軍
縮への努力を台無しにするおそれが高いの
です。

　私たちは、原子力供給国グループ（ＮＳＧ）
加盟の政府に、インドとの取り引きを受け入
れる形での、輸出規制の例外を認めないよう
呼びかけています。ＮＳＧ加盟国がそのような
ことを行えば、他の国が自分に都合のいい
相手国との間に同様の例外的対応を行うこ
とを許すことになるからです。そうなれば、NPT
や核不拡散体制の順守が損なわれることに
なります。

　したがって、インドが厳しい軍縮、不拡散
の基準に適合しない限り、私たちは私たちの
政府が原子力輸出入規制を解除することに
反対します。ＮＳＧ加盟国において仕事を
行っている者は、特に責任が重大です。なぜ
なら、インドが原子力平和利用の技術を得る
ためには、ＮＳＧ加盟国政府がＮＳＧガイドライ
ンの変更に同意することが必要なのですか
ら。

　米国政府の提案は、フルスコープの国際
的核保障措置を受け入れない国との原子
力輸出入を制限してきた長年の米国内法や
政策に重大な例外を必要とするものです。し
たがって、米議会は原子力輸出入規制の緩
和を認める最初の議会となってしまうでしょ
う。

　これまで30年以上にわたって慎重に作り
上げてきた核不拡散の規定にインドへの例
外を許すことで抜け穴を作ってしまわない

で、厳格な基準を適用して核不拡散体制が
損なわれることを阻止して下さるよう、心から
要請いたします。

　私たちは、ＮＳＧ加盟国の議員が米印取り
引きの利益について論争するときに、あなた
方と更なる意見交換をすることを楽しみにし
ております。

敬具

ウタ・ツァプフ（Uta Zapf）：ドイツ連邦
議会議員、社会民主党外交副スポー
クスマン、軍縮・軍備管理・不拡散小委
員会委員長

共同署名（カナ表記は暫定）：
ロザリオ・ファチマ・アブルト・バルゼガ
（Rosario Fatima Aburto Balsega）：
スペイン上院外交委員会
カデル・アスマル教授（P r o f e s s o r
Kader Asmal）：南アフリカ国会議員、
元防衛委員会委員長、元教育大臣
アンジェリア・ベア（Angelia Beer）：
ヨーロッパ議会議員、対イラン関係代
表団団長、外交委員会委員
ラファエル・チェゲニ（R a p h a e l
Chegeni）：タンザニア・グレート・レイク
ス議員平和フォーラム事務局長
デイビッド・コルタート（D a v i d
Coltart）：元ジンバブエ議会司法・法
務特別委員会委員長
ジョー・コマーチン（Joe Comartin）：
カナダ議会治安・国家安全保障委員
会副委員長
ベラ・デュア（Vera Dua）：ベルギー国
会議員フランダース緑の党党首
デブ・フォスキー（Deb Foskey）：オー
ストラリア下院法務常任委員会委員
アンナ・マリア・ゴメス（Ana Maria
Gomes）：ヨーロッパ議会安全保障・防衛
小委員会副委員長
ジョン・ゴームレイ（John Gormly）：ア
イルランド議会緑の党外交スポークス
マン・委員長
ウテ・コッツィ（Ute Koczy）：ドイツ連
邦議会同盟９０／緑の党開発政策議長
ケイス・ロック（Keith Locke）：ニュー
ジーランド議会緑の党外交スポークス
マン
キャロリン・ルーカス（C a r o l i n e
Lucas）：ヨーロッパ議会緑の党主席議
員
ロルフ・ムッツェニッヒ（R o l f
Mutzenich）：ドイツ連邦議会社会民主
党軍縮部会委員長
ヴィンフリート・ナッハツバイ（Winfried
Nachtwei）：ドイツ連邦議会同盟９０／緑
の党安全保障政策・軍縮問題委員長
レネ・ロスペル（Rene Rospel）：ドイツ
連邦議会環境保護・原子炉安全小委

米議会議員への訴え
２００６年４月３日

資
料
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員会部会長
ポール・シャフェール（Paul Schafer）：
ドイツ連邦議会軍縮・不拡散小委員会
委員
アラン・シンプソン（Alan Simpson）：
英国議会戦争反対労働党部会長
ユルゲン・トリッティン（J u e r g e n
Trittin）：ドイツ連邦議会同盟９０／緑
の党副議長、国際政策・人権作業グ

ループ・コーディネーター
ジョン・オースチン（John Austin）：英
国議会議員連合国際幹部
フランク・クック（Frank Cook）：英国
議会ＮＡＴＯ議員会議副会長
フランチェスコ・マルトネ（Francesco
Martone）：イタリア上院外交委員会委
員
オースチン・ミッチェル（A u s t i n

原子力施設の
環境影響評価には
テロ攻撃を含めなけ
ればならない

米高裁判決と横須賀母港化
　９．１１事件以降のテロ攻撃に対する不安の中で、６月２
日、米国の連邦第９巡回地区控訴裁判所（日本の高裁に
あたる）は画期的な判決を下した１。原子力規制委員会（Ｎ
ＲＣ）が行う原子力関連施設の許認可にあたっては、テロ
攻撃や内部的なサボタージュによる影響を、ＮＥＰＡ（国家
環境政策法）に基づく環境影響評価書（ＥＩＳ）に含めなけ
ればならないとの判断を示したのである。ＮＥＰＡは、環境
への影響がある連邦政府機関の行為に対して、ＥＩＳの作
成と縦覧を義務付けている。
　米ＮＧＯ、「サンルイス・オビスポ・平和のための母親た
ち」と「シェラクラブ」は、電力会社ＰＧ＆Ｅがディアブロ・キャ
ニオンに計画した使用済み核燃料貯蔵施設の建設をＮＲ
Ｃが許可するにあたって、テロ攻撃などの影響が考慮され
ていないとして、０２年７月、原子力エネルギー法（ＡＥＡ）に
基づき公聴会の開催を請求し、０２年９月には行政手続法
（ＡＰＡ）に基づき、許可の差し止めを請求した。ＮＲＣの許
認可委員会はこれらを却下した。この裁定を不服として提
訴されたのが、この控訴審である。原告の請求にはＮＥＰＡ
に基づいてＮＲＣが作成したＥＡ（筆者注：「重要な影響は
見出されない」理由のみを述べる簡便な評価書）ではなく
詳細なＥＩＳを作成し、そこにテロ攻撃による影響評価を含
めることが含まれていた。
　ＮＲＣは、次の４つの理由から、テロ攻撃はＥＩＳで考慮す
る必要がないと主張した。（１）テロリストによる攻撃の可能
性は、ＮＥＰＡの下で当局が検討するべき、行政当局の行
為によって必然的に生起され、もしくは予期される結果とは
いえない。（２）テロ攻撃のリスクを判定することは不可能な
ので、分析には意味がない。（３）ＮＥＰＡは「最悪ケース」の
分析を要求していない。（４）ＮＥＰＡの公開の手続きは機微
に及ぶ保安問題を議論する場として適切ではない。
　控訴審判決は、ＡＥＡとＡＰＡに基づく原告の請求は棄却
したが、ＮＥＰＡに関しては、ＮＲＣの主張を退け、「テロ攻撃
はＮＥＰＡが求める環境影響の考慮対象外であるというＮ

ＲＣの決定は合理的ではない。ＮＲＣが作成したにＥＡに
よってＥＩＳに代えることは不適切であり、ＮＥＰＡの原則に反
する」とした。
　この判決は、原子力関連施設の設置にあたってはテロ
攻撃によって引き起こされる環境への影響を、警備、保安
などの対策ではなく構造設計など技術的側面からも事前
評価しなければならないとした点で画期的なものであっ
た。ＮＲＣはすぐに上告したが、判例は消えることがない。　
　この判決は、横須賀の原子力空母母港問題に対しても
重要な意味を持つ。
　４月１７日、米国政府が示した原子炉の安全性に関する
「ファクトシート」によって、日本政府は「安全性が確認され
た」とした。横須賀市の蒲谷市長もこれを契機に、母港化
容認へと姿勢を転じた。しかし、「ファクトシート」は、テロ攻
撃やサボタージュという敵対的行為によって引き起こされ
る事態に関しては一切触れていない。
　２０００年１０月１２日、イエメンのアデンで起きたミサイル駆
逐艦コールに対するボートを使った自爆攻撃では、１７名の
乗組員が死亡し、左舷に１２メートル四方の穴が開くなど船
体は著しく損壊した。このような事態が横須賀港や東京湾
口で発生する可能性は誰も否定できない。現に日本政府
は、このような可能性を認め、原子力艦船の寄航情報を公
表しないように自治体に求めている。米国が自らの政策に
よって作ってきた敵対的関係が存在する中で、テロ攻撃の
標的となりうる原子力空母を人口稠密な横須賀に受け入
れるとの決定の異常さは、このような観点からも問い直さな
ければならない。（田巻一彦）

１．www.ca9.uscourts.gov/ca9/newopinions.nsf/
2BFBC6088AF13AA98825718000723C79/$file/0374628.pdf?
openelement

●Ｍ

Mitchell）：英国議会全党世界安全保
障・不拡散グループ副議長
リュディゲール・バイト（R u e d i g e r
Veit）：ドイツ連邦議会議員
Ｐ・ガランド（P. Galand）：ベルギー上
院外交防衛委員会副委員長

（以上）
　　

（訳：高瀬香絵、ピースデポ）
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【連載】　いま語る―8

　昨年、『にんげんをかえせ』というＣＤを出しました。峠三吉の
詩を、黒人霊歌である「アメージング・グレース」のメロディにの
せたものです。
　この歌を初めて歌ったのは、昨年３月２９日の「東（あずま）訴
訟判決」報告集会でした。長崎で被爆した東数男さんが、国を
相手に原爆症認定を求めた裁判です。集会に激励に来て、と依
頼を受けたものの、６０年間も苦しみを受け続けてきた被爆者の
方 を々前に、いったい何を歌ったらいいのだろう、と悩みました。
そして集会前夜、ずっと頭にあった峠三吉の詩に曲をつけてみ
ようと考えたのです。曲を考えていると、アメージング・グレース
のメロディが浮かんできました。それで、歌の拍子を３拍子から
４拍子に変えて歌ってみることにしたのです。
　東裁判は、高裁で勝利判決を勝ち取りましたが、原告の東さ
んは、すでにその２ヶ月前に亡くなられていました。集会に集まっ
た支援者からは、喜びと怒りの声が次 と々あがっていました。そ
の会場で、私は最初、英語の詩で、「Give me back my
father. Give me back my mother」と歌い始めました。
続いて、「ちちをかえせ、ははをかえせ」と日本語で歌いました。
すると、一瞬にして会場の雰囲気が変わったのです。被爆者の
皆さんが、「自分たちの思いを歌っているんだ」と気づいてくれ
たのでしょう。終わったあと、年配の女性が、「よく歌ってくれた」
と涙ながらに握手をしてくれました。
　実は、その集会に参加して初めて、２８万人の生存被爆者のう

ち、国によって原爆症と認定されている方はわずか２０００人、１％
にも満たないという事実を知ったのです。以来、原爆症認定を求
めて闘っている人たちがいるということを、多くの人に知ってほ
しい、メディアでも取り上げてほしい、と弁護団と一緒にＣＤをつ
くり、各地で歌い続けています。
　集団訴訟の全国初の判決であり、原告全員の完全勝訴と
なった大阪地裁の判決は、それなりに新聞等でも取り上げられ
ていましたが、もっともっと応援の声が高まっていかなければな
らないと思います。（注：本インタビューは、大阪地裁の勝利判決
（５月１２日）を受け、控訴を断念し、認定制度を改めるよう、国・厚
労省に求めた座り込み行動の直後に行った。後日、被爆者らの
願いは届かず、厚労省は控訴した。）今日の厚労省前の座り込
みにも、もっと多くの人に参加してもらいたかった。被爆者が命を
削って被爆の実相を訴えていることに、日本中、世界中の人々
はきちんと目を向けて欲しいと思います。いまや「ヒロシマ・ナガ
サキ」「ヒバクシャ」は世界語ですし、毎年８月６日、９日にあれだ
けの人が集まれるのですから、それは可能なはずです。
　今、この問題に多くの関心が集まり、人 の々あいだに支援の輪
が広がることは、日本や世界の核政策を変えていく、「突破口」
になると考えています。核兵器廃絶につながる、私たちの未来
のための運動だと思っています。
　ＣＤには大きな反響がありました。「子どもたちに伝えたい」と
買ってくれる学校の先生がいました。一枚一枚買っていく人もい
れば、何十枚とまとめて買い、自分の身近な人 に々広げてくれる
方 も々いました。その一方で、「これは韓国への支援なのか」な
どと尋ねる電話も事務所にかかってきたのですよ。日本では、広
島、長崎の被爆者に対して十分な手当てが行き届いている、原
爆はもう終わった問題だ、と間違った理解をしている人が多い
のではないでしょうか。
　今後、各地で次 と々原爆症認定集団訴訟の判決が出ます。
今回の大阪地裁判決に対しても、厚労省が控訴するかもしれま
せん。これらの裁判がどのように進んでいくのか、日本中の皆さ
んに注目していってもらいたいですね。
　歌をうたってきて３７年目になりますが、自分の目や耳を通して
感じたことを、音楽を通して伝えていきたいと常に思っていま
す。歌というのは、人間のドラマなんです。私はこれからも、さまざ
まな人間のドラマを、一人ひとりの生きる姿を、歌にしていきた
い。それは、誰かのためにやっているのではなくて、自
分のためにやっていることです。今
回の原爆症認定訴訟への支援もそ
うですが、問題の存在を知ってし
まったら、もう知らなかったと目をつ
ぶって通りすぎることはできません。私
たちは皆、出会ってしまったものから、
目をそらしてはいけないのです。（談。
まとめ：中村桂子）

よこい　くみこ　シンガーソングライター。今年１１月２３日（祝）
1時半から　「歌と映像と証言によるつどい～横井久美子メッ
セージライブ～今、ヒロシマ、ナガサキ、ベトナム」（よみうりホー
ル）を予定。

ご注文は、
www.cdngk.net/まで
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

田巻一彦（ピースデポ）、中村桂子（ピースデポ）、山口響
（ピースデポ）、大澤一枝、高瀬香絵、津留佐和子、中村和
子、華房孝年、林公則、横山美奈、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読の更
新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたしますが、入
会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の
利用の際に優遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりませ
ん。詳しくは、ウェブサイトの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
田巻一彦＜QZT04441@nifty.com＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞山口響＜hibikiy1976@yahoo.co.jp＞

今号の略語
ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＥＵ＝欧州連合
ＦＭＣＴ＝兵器用核分裂性物質生産
禁止条約（カットオフ条約）

ＩＡＥＡ＝国際原子力機関
ＮＥＰＡ＝国家環境政策法
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＮＲＣ＝原子力規制委員会
ＮＳＧ＝原子力供給国グループ
ＰＡＲＯＳ＝大気圏外における軍備競
争の防止

日  誌
２００６.６．６～６．２０

作成：中村桂子、林公則

ＥＵ＝欧州連合、ＩＡＥＡ＝国際原子力機関

書：秦莞二郎

●６月６日　ＥＵ代表、イランのラリジャニ最高安全
保障委員会事務局長と会談、「包括的見返り案」
を正式に提示。
●６月６日　芸術家の岡本太郎氏が６０年代末、原
爆投下をモチーフに制作した巨大壁画「明日の
神話」修復作業が終了、報道陣に公開。
●６月７日　イラン国営通信、「包括案」について
「米国が３０年近くにわたる対イラン敵視政策を見
直したといえる」とする解説記事を配信。
●６月７日　６０－７０年代、ワルシャワ条約機構が
旧西独などに核兵器も投入する攻撃作戦計画を
策定していたことが機密解除の文書から判明。
●６月８日　エルバラダイ事務局長、イランによる
ウラン濃縮活動継続を確認した報告書をＩＡＥＡ
理事会に提出。
●６月９日　政府、防衛庁の「省」昇格法案を閣議
決定。
●６月１２日　ＩＡＥＡ定例理事会、ウィーンのＩＡＥＡ
本部で始まる。
●６月１３日　米財務省、イラン・ミサイル開発支援

で、中国企業４社らの在米資産の凍結や米企業・
米国民との取引停止を発表。
●６月１４日　上海協力機構、首脳会議を中国・上
海の国際会議センターで開催。
●６月１４日　横須賀の蒲谷市長、市議会全員協
議会で、「原子力空母の入港をやむを得ないと受
け止める」。
●６月１５日　日米両政府、原子力空母配備に必
要な横須賀港しゅんせつ工事を日本政府が実施
することで合意。
●６月１５日　ＩＡＥＡ理事会、イランに包括的提案
受け入れなど求める議長総括を採択。
●６月１５日　米英仏独ロ蘭、ウラン濃縮放棄の見
返りに核燃料の供給を輸入国に保障する構想を
ＩＡＥＡ理事会に提示。
●６月１６日　イラン大統領、包括見返り案につい
て、「一歩前進だ」と発言。
●６月１６日　マコーマック米国務省報道官、「テポ
ドン２号」の発射実験に関し北朝鮮に発射の自制
を要請。
●６月１７日　アジアと周辺地域の安全保障を協
議するアジア相互協力信頼醸成会議首脳会議、
カザフスタンのアルマトイで開催。
●６月１９日　小泉首相、北朝鮮がミサイルを発射
した場合、「米国などとよく協議し、厳しい対応をと
らなければならない」。
●６月２０日　政府、安全保障会議で、イラク南部
サマワに駐留する陸自の撤退を決定。

沖縄
●６月６日　嘉手納基地で１００デシベル以上の米
軍機騒音を３６回記録。これまでの１日あたり同デ

＜特別記事＞
◆北朝鮮と６か国協議（チョン・ウクシク）

◆ＮＰＴ再検討会議と国連（中村桂子）

◆平和主義と米軍再編(梅林宏道）

◆＜講演録＞東アジア安全保障
(高野　孟）

＜５２のキーワード＞
＜４０の一次資料＞

日時：７月１１日（火）　18:30～20:30
場所：渋谷区商工会館
（JR渋谷駅東口から徒歩５分）　TEL03-3406-7641

資料代：５００円
主催：核兵器廃絶市民連絡会

　6月23日から28日にかけて、「都市と地域社会：戦争を終ら
せ、平和で公正で、持続可能な世界をつくるための共同」をテー
マにカナダ・バンクーバーで開かれた世界平和フォーラム２００６。
　フォーラムの模様をお知らせするとともに、国内のＮＧＯが取り
組みを報告しあいます。これを受けて、今後の活動の進め方等
について意見交換をしていきたいと考えております。ぜひお気
軽にご参加ください。

＜報告者＞　（予定。変更になる場合があります）
☆岩佐幹三さん（日本被団協事務局次長）
☆川崎哲さん（ピースボート共同代表）
☆土田弥生さん（日本原水協国際部長）
☆石田恭子さん（原水禁国際担当）

司会：中村桂子（ピースデポ）
（連絡先）
　〒101-0053　千代田区神田美土代町11-8　ＳＫビル２Ｆ　

東神田法律事務所内
　　電話：03-5283-7799　FAX：03-5283-7791
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７月１０日発行！

イアブック「核軍縮・平和」２００６
－市民と自治体のために－

監修：梅林宏道

発行：ＮＰＯ法人ピースデポ
発売元：高文研

Ａ５版、３０１ページ
会員価格：１５００円
一般価格：１８００円（共に送料別）

同封のチラシでお
申し込みを！

シベル騒音発生回数の２倍以上。
●６月１２日　嘉手納飛行場に関する三連協がF１
５戦闘機撤去を初めて活動方針に。
●６月１３日　北部訓練場でのジャングル戦闘訓
練を移転する可能性を海兵隊指導官が示唆。
●６月１４日　嘉手納町議会、米軍などに対して爆
音激化などに対する抗議決議・意見書を提出。
●６月１５日　米軍が米軍楚辺通信所の一部土地
を日本政府に返還。７月３１日に地主に引渡し。
●６月１５日　基地環境問題への対策を盛り込ん
だ県環境保全条例の制定について、県環境審議
会が副知事に答申。
●６月１６日　稲嶺知事が、県環境保全条例に基
地環境問題を盛り込むことを否定。
●６月１６日　F１５戦闘機２機と空中給油機２機が
未明離陸。


